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貴職の日頃の活動に敬意を表します。
さて今日、喫煙がもたらす健康被害は医学的・科学的に証明されており、日本学術会議の平成20年（2008年）3月4日「要望　脱タバコ社会の実現に向けて」において、「受動喫煙も科学的根拠を持って健康障害を引き起こすことが示されて論争に終止符が打たれたといえる。」「職場・公共の場所での喫煙禁止をさらに拡大・徹底する。現在では努力義務規定でしかない健康増進法第25条を改正して、屋内全面禁煙を明示し、罰則を設けて実効性のあるものにするべきである。」と提言されています。
2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて、今後、不特定又は多数の者が利用する施設や職場については、受動喫煙防止の法制がより強化される見込みです。

しかしながら、子どもに関しては、保護の必要性が高いにもかかわらず、これまで子どもの生活空間における受動喫煙防止の法制はほとんど議論されず、手付かずの状態です。

平成22年（2010年）2月25日厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」（健発0225第2号）別添の報告書には、「受動喫煙は、乳幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患の原因となる。特に親の喫煙によって、子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪影響が及ぶ。」「少量のたばこの煙への曝露であっても影響が大きい子どもや妊婦などが、たばこの煙に曝露されることを防止することが重要で喫緊の課題となっている。」「受動喫煙については、子どもや妊産婦など特に保護されるべき立場の者への悪影響が問題となっている。屋外であっても、子どもや多数の者の利用が想定される公共的な空間（例えば、公園、通学路等）での受動喫煙防止対策は重要である。」と報告されています。

子どもは自らの意思で受動喫煙を避けることが極めて困難であり、受動喫煙からの保護の必要性が特に高い存在です。
・子どもが最も長い時間過ごす家庭内

・保護者に同伴されて行く可能性のある喫煙がなされている施設
・非常に狭い空間で濃厚な受動喫煙を受ける自動車内
・屋外であっても、日常的に日々利用される公園・通学路等

において、子どもの受動喫煙からの保護が図られるべきです。
今後は、家庭内や自動車内で子どもの近くでタバコを吸い、受動喫煙せしめる行為は、児童虐待や暴行・傷害の問題として、議論されるべきであろうと考えます。
海外では、子どもが同乗している自動車内での喫煙が、罰則付きの法律で禁止されています。オーストラリアでは16歳未満（州によっては18歳未満）の子どもが同乗している自動車内での喫煙は、罰則をもって禁止されています（2007年以後各州に拡大）。カナダでは16歳未満の子ども（州により2008~2010年頃から）、イングランドでは18歳未満の子ども（2015年から）、フランスでは12歳未満の子ども（2015年から）について適用されています。また、アメリカではカリフォルニア州及びオレゴン州（18歳未満の子どもに適用）をはじめ、8州及びいくつかの都市（州及び都市によって年齢は異なる）において、また、その他の国々でも、こうした法律が適用されています。
北海道美唄市では，平成28年7月1日施行の受動喫煙防止条例において，屋外の通学路（登下校時に校門から100m以内の路上と公園）での喫煙禁止を努力義務として定めており、注目されています。同条例は、平成28年（2016年）8月の厚労省下「喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（いわゆる「たばこ白書」）にも取り上げられ、その意義は大きいと評価されています。
この度、受動喫煙防止に取り組む弁護士及び大学教授のグループによって、別紙「子どもを受動喫煙から守る条例（案）」が策定されました。厚生労働科学研究費補助金による循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「たばこ規制枠組み条約を踏まえたたばこ対策に係る総合的研究」班（研究代表者 中村正和）平成29年3月報告書、及び、東京都医師会平成29年3月答申に掲載される予定です。
この条例（案）を踏まえて、貴市において「子どもを受動喫煙から守る条例」が制定されるよう求めます。

日本で初となる子どもの受動喫煙防止の条例を、貴市が制定され、全国に先駆けて範を示し、ひいては全国の地方自治体の条例及び国の法律によって、全国に普及拡大することを願います。
「子どもを受動喫煙から守る条例」の制定を要望し、陳情いたします。
以上
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